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みやまスマートエネルギー

日本初！自治体による低圧電力売買事業会社

みやまスマートエネルギーは、みやま市が出資している第三セクターです。(2015年3月設立)

資本構成

株主名 出資額 割合

福岡県みやま市 11,000千円 95.07%

筑邦銀行 570千円 4.93%

8,430千円

合 計 20,000千円 100%
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エネルギーの地域循環に向けた取り組み(1)

地域のFIT電気 買取事業

公共施設に電力を供給している、みやま市・柳川市・大木町にて買取

2015年11月より太陽光発電の買取を開始!!

(FIT価格より1kWあたり1円高く)
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エネルギーの地域循環に向けた取り組み(2)

地域の卒FIT電気 買取事業

FIT電気と卒FIT電気を合わせて、約280件の地域再エネを買取中

電気契約なし
※みやま市・柳川市・大

木町限定

電気契約者
買取価格
(消費税10%込)

買取エリア

8.03円/kWh

7.70円/kWh

福岡県みやま市、柳川市、大木町

2019年11月より卒FIT電気の買取を開始!!

(九州電力の買取価格より1.03円高く)

固定買取期間(FIT)が2019年11月以降順次、終了。
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地域の再エネを活用した電気供給等の方針

脱炭素化に向けた２つの方針

卒FIT電気と環境価値方針 ①

自家消費と自己託送方針 ②
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地域の再エネを活用した電気供給等の方針

① 卒FIT電気とJクレジット活用による環境価値

卒FIT電気の非化石価値とJクレジット等の証書調達と合わせ再エネ100%の電気供給。

みやま市の卒FIT電気

非化石価値 非化石価値

環境価値の調達

再エネ率の

高い電力供給

Jクレジット買取

非化石価値証書等
の取引市場

買 取

◎グリーン電力証書：2～5円/kWh

◎非化石価値証書：1.3円/kWh

再エネ以外の電力には

環境価値を付けて供給

公共施設の再エネ100%を実現!

「ルフラン」

「市役所」
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地域の再エネを活用した電気供給等の方針

②公共施設の脱炭素に向けた取り組み(自家消費と自己託送)

太陽光発電と蓄電池等の導入によるゼロエネルギー(ZEB)化、余剰再エネは効率的に活用。

太陽光発電

蓄電池・EV

市民センター

既存電気供給と
合わせ需給管理

土日などの余剰電力は自己託送にて他の公共施設へ供給

火力発電所やFIT電気等

非化石
価値:無

環境価値の調達

余剰電力を蓄電池やEVに貯めて

夜間電力等を確保

(BCP対策にも…)

発電量不足や夜間電力不足の場合は

再エネ100%で電力供給 非化石証書等の取引市場

※ BCP: Business Continuity Plan(事業継続計画)

バイオマスセンター

体育館



●自治体と協働にて募集活動をおこない、積極的に域内の卒FIT電気を買取る。Jクレなどの活用も検討する。
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エネルギーの地域循環を実現するための取り組み

地域の再エネを活用した電気供給等のロードマップ

再エネを活用して地域循環、脱炭素社会の実現を目指す！

地域周辺の卒FIT電気の買取促進(Jクレも活用)取り組み-1

●太陽光発電や蓄電池等の高額機器の設置を軽減するため、供給電力等で課金するスキームを構築する。

PPA(第三者所有)モデルの構築取り組み-2

●地域の分散型電源を活用した、再エネの供給調整や防災時の電力レジリエンス支援等の機能を取得する。

アグリゲーションビジネスへの挑戦取り組み-3

※PPA:Power Purchase Agreement


